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■ 1. はじめに 

日本植民地時代の社会構造に注目してみると、当時、発達した台湾の近代都市は、植

民者と被植民者が共存する複雑な社会であったことが知られているが、植民地時代

（1895‐1945 年）中期（1920 年）の台湾における内地人の職業割合を見れば、商・工

業人口の占める割合が 44.3％という高さを示すところにいまひとつの特徴を見ること

ができる。こうした植民地の社会にあっては、これら商工業者を中心とする中産階級に

よる活発な建設活動が、都市形成において大きな役割を果たしたのではないかと考えた。

このような観点から本論文は、植民地・台湾における「土地建物会社」1という存在に

注目した。 

 

■ 2. 論文の視座・目的・課題 

本論文は、台湾 初の土地建物会社である台湾建物株式会社2の発生と活動に着目す

ることにより、日本植民地時代の民間による住宅生産及び都市経営などの都市建設事業

を、経済的・社会的・政策的・建築技術的側面から多角的に解明するものである。 

 

台湾土地建物㈱とは、植民地時代前期に導入され、台湾近代の都市開発を担った大型

建設事業体である。その業務は幅広く、会社によっては、建築生産技術の開発から、都

市計画に合わせた住宅地の造成、使用者が建物を取得する際の融資までを扱うものもあ

                                                 
1 本論文の土地建物会社という語は、「土地建物売買・仲介・賃貸借」の機能を有するだけでなく、「土地

区画・整理または土木建築工事請負」の能力をも兼ね備えた会社、いわゆる当時の土地株式会社・整地株

式会社・建物株式会社・地所建物株式会社・土地建物株式会社・拓殖会社・興業会社などの総称として用

いる。特に、このなかの「市街地の土地整備と建築物の建設」を事業の中心に据えた会社に注目している。 
2 1908‐1945 年、1916 年 4 月 1日に台湾土地建物株式会社に改称。以下、特に断らない限り、台湾土地建

物㈱。ただし、設立時に会社が持っていた性質を論述するうえで必要と思われる場合には、当初の名称で

ある台湾建物㈱を用いる。 



ったという。施工を中心とする従来の工匠や請負業者ばかりであった台湾において、そ

の存在は極めてユニークと言うべきものであった。 

台湾土地建物㈱の発生と活動へ着目した本論文は、都市開発・建設に関する新たな事

業体自身と、その事業体によって造られた街の特質とその形成過程、ならびにこのよう

な事業体が台湾近代の都市形成と建設産業に与えた影響を明らかにすることを目的と

する。 

本論文は以上のような視座・目的に立って具体的な事例の検討を重ねていく。論述に

おいて問われるべき課題は、以下の 3つである。 

①台湾 初の土地建物会社である台湾土地建物㈱は、どのような条件で成立し、どの

ような特徴をもっていたか。当時の内地の土地建物会社とどのように異なり、どのよう

な関係にあったか。 

②土地建物会社は植民地都市の開発・建設の過程にどのような位置を占め、どのよう

な役割を果たしたか。土地開発や家屋建設などに関する質量両面での実績はどうであっ

たか。 

③日本と、日本の植民地のなかに、唯一台湾にのみ生み出された独特の独占的民間建

設事業体である台湾土地建物㈱は、台湾近代の住宅産業と建築業の発展にどのような影

響を与えたか。 

 

なお、本論文では調査の対象地域を、代表的な土地建物会社である台湾土地建物㈱と

その子会社である第一土地建物㈱の主な経営地の存在した、台湾の台北・基隆ならびに

東京の上北沢の 3箇所とした。また、論述の対象地域には、台湾土地建物㈱の姉妹会社・

打狗整地㈱の経営地の存在した台湾の高雄を加えた。 

 

 

■ 3. 論文の構成・主要内容 

本論文は、全 6章よりなる。第 1章の序論と第 6章の結論を除く 4章は、第 2章と第

5 章で台湾土地建物㈱を中心に、土地建物会社の発生と影響についての論考を行い、第

3 章と第 4章では台湾土地建物㈱の事業を、具体的な地域・時代・事例に則して考察す

る。 

 

第 2 章ではまず、官による建設事業や、民間の建設関連業あるいは建設関連業者の構

成と、実業家による建設活動に関して分析を行うことにより、台湾植民地時代初期に行

われた都市建設の動向と、都市建設主体による建設事業の棲分け現像について考察する。 

次に、こうした背景の下で生み出された台湾で 初の土地建物会社である台湾土地建

物㈱の特質を、政府との関係・資金構成・経営者の背景・営業内容といった側面から述

べる。 

 



さらに、この時期の日本内地における土地建物会社についてふれ、それらが、住宅建

設事業について、内地の都市計画事業主体に対して行った提案と、台湾において採られ

た台湾土地建物㈱を住宅建設の事業主体とする方法とを比較することにより、内地と台

湾との住宅建設事業における類似点あるいは相違点について検証したうえで、台湾 初

の土地建物会社が持つ独自性や先進的な性格について言及する。 

  

第 3 章では、台湾土地建物㈱の中心事業である住宅地の経営に着目する。すなわちこ

こでは、台湾土地建物㈱とその子会社である第一土地建物㈱に焦点をあて、基隆・台北・

東京（上北沢）にあるそれらの代表的な経営地の歴史と現状を考察する。 

また、この章の住宅地の形成過程に関しては、筆者が発掘した不動産登記の一次史料

をはじめとする諸史料を用いることにより、土地取得の経緯や、当時の建築や住宅地の

空間構成と住人の構成を再現し、分析する。このなかでは、従来必ずしも明確な整理が

なされてこなかった、内地人向けに開発された台湾初の郊外住宅地・大正町についても

言及する。 

  

第 4 章では、台湾土地建物㈱の内地人商店街に対する建設活動を主な題材とし、その

事業と国家である台湾総督府、ならびに庶民の都市生活との関係について論述する。 

まず、台湾土地建物㈱が首都・台北の都心部などで行った商店街の改築事業を考察す

ることによって、同社の持つ台湾総督府営繕課の別働隊としての役割と、先進的な建築

技術とその能力に関して述べる。そして、工場のＰＲ誌や「実用新案」の利用による建

築技術を取り上げるなかで、台湾土地建物㈱が、植民地において、理想的・象徴的な新

たな首都景観を創出することを可能にした潜在的な要因について考察する。 

内地人の都市における住環境の改良事業 －すなわち台湾土地建物㈱の住宅事業－ 

以外の建設事業、例えば、内地人の生活に関わりの深い神社・温泉地の建設や、政府の

衛生政策と庶民の都市生活に不可欠な市場建設などについてもここで述べる。 

また、台北の内地人の商店街を分析することにより、既往の台湾のショップハウスに

対する定見に一石を投じることになる、「町屋式ショップハウス」などの存在を新たに

確認し、指摘している。 

  

第 5 章は台湾土地建物㈱に対する評価と位置づけである。関連基礎資料を累年的に統

計し、その結果を俯瞰したうえで、台湾土地建物㈱が台湾近代の都市と建築の発展に与

えた影響を捉えていく。特に、台湾の各都市の土地建物会社を整理して分析し、台北・

基隆・高雄における都市開発のパタンを提示する。 

 また、植民地台湾にのみ生み出された独特な土地建物会社・台湾土地建物㈱が関わっ

た都市ごとに、土地と建設の量と質を把握することにより、台湾近代の主要都市と住宅

供給産業・建築界に発生した特徴的な現象とその原因について考察する。 

 



■ 4. 結論  

本論文では、日本植民地時代の台湾において台湾土地建物㈱が果たした役割とその事

業内容を明らかにすることによって、この時代に、台湾へ移入した大量の内地人が望ん

だ住居環境が、どのように創出されたか、植民者が抱く理想の植民地都市が、当時の社

会環境の下で、どのように建設され実現されたか、を解明した。 

このような、土地建物会社をめぐる台湾近代の都市と建築の発展に関する諸問題を、

日本植民地都市史研究のかたちで検討しようとした研究の目標の 1つは、植民地経営に

果たした土地建物会社の位置を問うことから、植民地都市研究に新しい視点を提示する

ことにあった。 

 

植民地・台湾に存在した、土地建物会社という近代的な建設組織。その誕生の背景に

は、政府が民間会社に積極的に介入し、官民両者の持つ、政治・経済をはじめ、様々な

資源を結集させることで、都市問題や住宅問題の解決を図ろうという、この時代を反映

する考え方があった。 

産声を上げた台湾土地建物㈱は、一方では、地場の建設産業のあり方にも影響を与え、

時にはその再編を強いることにもなったが、自らの恵まれた生育環境のなかで、都市環

境を、あるいは造り、あるいは造り替えて、成長していった。 

造られた都市、あるいは造り替えられた都市が形づくる、その都市景観や、そこに住

まう都市住民の生活の場は、否応なく変容を強いられたものであり、その点においてこ

れらの都市は、自ずと都市史的に重要な意味を自らの内に備える。 

また、このようにして造られた都市は、植民地政府の抱く「理想の植民地都市像」と

分かちがたい関係を持つ。 

本論文ではこれらのことを、全編を通して強調するものである。 

 

また、ここに述べたことと、植民地経営に果たした土地建物会社の位置を問うことか

ら、植民地都市研究に新しい視点を提出することにこそ、台湾の日本植民地時代におけ

る都市と建築の発展に共通する特徴や、植民地政府の都市経営のパタンを見出す鍵があ

るのではないかと筆者は考える。 

 

なお、本論文では、民間の建設組織である台湾土地建物㈱の建設活動を通して、台北

の、今では歴史的な存在となった建物や街並みのなかに、植え付けられていたにも関わ

らず、これまでには認識されることのなかった建設技術的な特徴や空間構成の特質を、

数多く指摘した。この台湾の首都景観の形成に深い関わりを持つ、「潜在的な」文化遺

産を、どのように歴史資源として有効に利活用していくかについては、現在にあって、

も差し迫った課題であり、対応が急がれる問題である。 


